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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第146期
第２四半期
連結累計期間

第147期
第２四半期
連結累計期間

第146期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 56,773 42,135 112,702

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 3,893 △4,221 5,470

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) 2,473 △3,864 2,044

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,237 △2,424 1,018

純資産額 (百万円) 62,021 57,883 60,556

総資産額 (百万円) 152,268 155,710 156,154

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期(当期)純
損失(△)

(円) 201.56 △314.91 166.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.7 34.1 35.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,891 △1,263 9,632

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,818 △3,628 △8,146

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,059 4,734 △2,091

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,808 2,033 2,191
 

 

回次
第146期
第２四半期
連結会計期間

第147期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 85.64 △62.05
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

　　当第２四半期連結累計期間における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成

　績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概況は次のとおりであります。

　

　 ①経営成績の状況

　　 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の影響により

　 輸出、生産が大幅に減少するなか、特に緊急事態宣言の発出後からは、外出自粛要請に伴う行動制限や営業自粛の

  要請などにより社会経済活動が制限され、個人消費は大きく落ち込み急速な悪化が続く状況となりました。また、

  緊急事態宣言の解除後においても、再度感染者数が増加傾向に転じるなど、感染症収束の見通しが立たないなか、

  社会では「新しい生活様式」に対応した行動変容が定着し、さらに国内経済の回復に向けた動きは鈍く、企業の設

  備投資も抑制されるなど、企業収益や景況感は悪化が続いており、依然として先行きは極めて不透明な状況が続い

  ております。

    このような状況のもと、当社グループ各社は、お客さまや従業員の安全を最優先に考え、新型コロナウイルス感

  染症の拡大防止対策を講じ事業継続に向けた取り組みを推進するとともに、設備投資計画の見直しや固定費の削減

  に努めてまいりましたが、一般旅客自動車運送事業をはじめ、多くの事業領域で新型コロナウイルス感染症の影響

  を受けたことなどにより、当第２四半期連結累計期間における売上高は、42,135百万円（前年同期比25.8％減）、

  営業損失は4,735百万円（前年同期は営業利益3,843百万円）、経常損失は4,221百万円（前年同期は経常利益3,893

  百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は3,864百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益

  2,473百万円）となりました。

 

    セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。

 
（一般旅客自動車運送事業）

 乗合事業においては、新型コロナウイルス感染症が拡大するなか、お客さまや従業員の安全を確保するため、車

内の消毒や換気を徹底するなど感染予防・拡大防止対策に注力するとともに、お客さまの利用実態を踏まえ、平日

の運行を土曜日ダイヤによる運行に変更するなどの対応を図り、地域の公共交通機関としての役割を果たしてまい

りました。また、慶應義塾湘南藤沢中等部の定員数の増加や桜美林大学東京ひなたやま新キャンパス開設に合わせ

輸送力の増強を図るため連節バスを増便したものの、オンライン授業などにより学生利用が減少したことに加え、

テレワークの浸透や消費行動の変化などお客さまの行動変容により利用客が大幅に減少し減収となりました。

   乗用事業においては、神奈中タクシー㈱にて、お客さまに安心してご利用いただけるよう、一運行毎に車内の消

毒清掃を行うなど感染防止対策を実施するとともに、これらの取り組みをホームページでの動画配信やＰＲステッ

カーの車体貼付などによりアピールし安全性の周知に努めましたが、乗合事業同様、利用客が大幅に減少したこと

により減収となりました。

   貸切事業においては、神奈中観光㈱にて、通勤時の従業員輸送などコロナ禍における感染防止に向けた新たな需

要に対応した新規契約を受注したほか、Ｇｏ Ｔｏ トラベル事業支援対象の日帰りバスツアーを開催するなどバス

利用の促進に努めましたが、団体利用の需要に回復が見られず稼動が減少したことにより減収となりました。

   なお、乗用事業や貸切事業においては、稼動の大幅な減少に対応し、一部営業所の休業や乗務員の一時帰休を実

施するなど固定費の削減に努めました。

   以上の結果、一般旅客自動車運送事業全体の売上高は19,314百万円（前年同期比35.3％減）、営業損失は6,132

百万円（前年同期は営業利益1,830百万円）となりました。
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（不動産事業）

分譲事業においては、前期に引き続き、デベロッパーとのマンション分譲共同事業として、伊勢原市桜台にて

「リーフィアレジデンス伊勢原」および藤沢市羽鳥にて「プレミスト湘南辻堂」の販売を推進したほか、神奈川県

および東京都内において戸建や宅地の分譲を推進しました。また、顧客獲得に向けお客さまの新型コロナウイルス

への感染抑止のため内覧会を完全予約制とするなど、コロナ禍に対応した販促活動を実施しましたが、訪問営業や

対面営業などの活動に制約を受けたことから計画販売数に至らず減収となりました。

 賃貸事業においては、引き続き高稼働率の維持に努めるため、空室物件へのテナント誘致活動を行ったものの、

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた既存テナントの賃料減額や解約などにより減収となりました。

 以上の結果、不動産事業全体の売上高は2,870百万円（前年同期比4.5％減）となりましたが、仲介手数料収入の

増加に伴い粗利益率が向上したことにより、営業利益は1,332百万円（前年同期比0.1％増）となりました。

 
（自動車販売事業）

自動車販売事業においては、神奈中相模ヤナセ㈱にて、８月にお客さまのブランド体験に主軸を置くデジタルメ

ディアを融合させた独ダイムラー社の最新コンセプト「ＭＡＲ2020」に基づき設計された最新型の店舗として、

「メルセデス・ベンツ相模原」を新築移転しました。また、新車販売においてはメルセデス・ベンツのニューモデ

ル「ＧＬＢクラス」や、昨年モデルチェンジした「ＧＬＥクラス」および「ＣＬＡクラス」などの販売が順調に推

移し売上高は増加しましたが、中古車販売において下取り車両が減少したことから総販売台数が減少したことなど

により減収となりました。また、神奈川三菱ふそう自動車販売㈱においても、新型コロナウイルス感染症の影響に

伴い、法人顧客が設備投資計画を見直したことなどからバス・トラックの代替需要が減少し、販売台数が減少した

ことにより減収となりました。

 以上の結果、自動車販売事業全体の売上高は12,031百万円（前年同期比12.2％減）となりましたが、商用車販売

において粗利益の改善に努めたことにより、営業利益は242百万円（前年同期比97.1％増）となりました。

 

（その他の事業）

その他の事業全体においては、新型コロナウイルス感染症の影響による店舗休業や営業時間の短縮のほか、外出

自粛や消費スタイルの変化などをはじめとする「新しい生活様式」に沿ったお客さまの行動変容が定着してきたこ

とにより、店舗運営や顧客獲得などに多大な影響を受けました。このような状況のもと、各事業においてお客さま

や従業員の安全を最優先に考えた感染防止対策を講じ、事業継続に向けた取り組みを推進しました。また、設備投

資計画を全面的に見直すとともに、従業員の一時帰休を実施するなど固定費の削減を図りました。

  ビル管理事業においては、横浜ビルシステム㈱にて、取引先の施設修繕計画が見直されたことなどにより設備

更新関連の受注が減少しましたが、２月に㈱オリエントサービスを買収し事業拡大したことなどにより増収となり

ました。

  流通事業においては、㈱神奈中商事にて、感染防止に係るバス車内の消毒清掃作業の受注や感染防止グッズの

販売が順調に推移しましたが、燃料販売において原油価格の下落に伴う販売単価への影響とともに需要の冷え込み

により販売量が減少したことにより減収となりました。

  レジャー・スポーツ事業においては、㈱神奈中スポーツデザインにて、緊急事態宣言下では営業自粛の要請に

応じた施設の休業や時短営業のほか、既存会員の退会や新規会員獲得を目的とした体験教室が開催できなかったこ

とにより多大な影響が生じました。宣言解除後は、定期的な施設の消毒などの感染予防対策を講じ安心してお客さ

まにご利用いただける環境を整えるとともに、各種体験会やイベントを積極的に開催したものの、集客者数や入会

者数が減少したことにより減収となりました。

  商用車架装事業においては、横浜車輌工業㈱にてオンラインによる販促活動を推進するなど受注獲得に努めま

したが、トラックの代替需要減少の影響を受けカプラ架装の受注が減少したことなどにより減収となりました。

  飲食・娯楽事業においては、「巣ごもり需要」に対応するためテイクアウト商品の品揃えを充実したことに加

え、お客さまに安心してご来店いただけるよう感染予防対策を徹底し安全性の確保に努めました。しかしながら、

商業施設の営業自粛に伴う休業や時短営業などにより、全店舗にて営業の縮小を余儀なくされたことに加え、前期

にＴＳＵＴＡＹＡ２店舗を閉店したほか、９月にオムライス店２店舗を閉店したことなどにより減収となりまし

た。

 ホテル事業においては、料飲部門にてテイクアウト弁当の販売を開始したほか、ピザ店においてデリバリーを強

化するなどコロナ禍における販売促進策を実施しました。また、リモートワークに対応した客室デイユースプラン
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や宴会場の室料半額キャンペーンを展開するなど利用促進を図りましたが、感染症拡大の影響から宴会および宿泊

の利用客が大幅に減少したことなどにより減収となりました。

 以上の結果、その他の事業全体の売上高は12,044百万円（前年同期比23.1％減）、営業利益は33百万円（前年同

期比95.1％減）となりました。

 

②財政状態

総資産は、投資有価証券の時価評価額が増加しましたが、受取手形及び売掛金の減少などにより、前期末に比べ

て444百万円減少し、155,710百万円となりました。

負債は、支払手形及び買掛金が減少しましたが、借入金の増加などにより、前期末に比べて2,228百万円増加し、

97,826百万円となりました。

また、純資産は、利益剰余金が減少したことなどにより、前期末に比べて2,673百万円減少し、57,883百万円とな

りました。

 
③キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失4,305百万円に減価償却費などを加減した結

果、1,263百万円の資金支出となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出3,586百万円などにより、3,628百万円の資金

支出となりました。

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加などにより、4,734百万円の資金収入となりました。

これらの結果、現金及び現金同等物の当第２四半期末残高は、前連結会計年度末に比べて157百万円減少し、

2,033百万円となりました。

 
 
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

　

(3) 研究開発活動の状況

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,400,000

計 50,400,000
 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,600,000 12,600,000
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
単元株式数100株

計 12,600,000 12,600,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　 該当事項はありません。　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2020年７月１日～
2020年９月30日

― 12,600,000 ― 3,160 ― 337
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(5) 【大株主の状況】

2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木２－28－12 5,572 45.41

株式会社横浜銀行
（常任代理人 株式会社日本カス
トディ銀行）

神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

612 4.99

横浜ゴム株式会社 東京都港区新橋５－36－11 240 1.96

株式会社日本カストディ銀行（三
井住友信託銀行退職給付信託口）

東京都中央区晴海１－８－12 200 1.63

三井住友信託銀行株式会社
（常任代理人 株式会社日本カス
トディ銀行）

東京都千代田区丸の内１－４－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

183 1.49

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 182 1.49

朝日生命保険相互会社（常任代理
人　株式会社日本カストディ銀
行）

東京都新宿区四谷１－６－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

120 0.98

第一生命保険株式会社（常任代理
人　株式会社日本カストディ銀
行）

東京都千代田区有楽町１－13－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

120 0.98

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行）

東京都千代田区丸の内２－１－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

101 0.83

株式会社日本カストディ銀行（信
託口５）

東京都中央区晴海１－８－12 96 0.79

計 ― 7,429 60.54
 

(注) １ 上記の他に、当社が自己株式328千株を所有しております。

     ２ 株式会社日本カストディ銀行（三井住友信託銀行退職給付信託口）の持株数200千株は、

   三井住友信託銀行株式会社が同行に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図権は

   三井住友信託銀行株式会社に留保されております。

EDINET提出書類

神奈川中央交通株式会社(E04158)

四半期報告書

 7/21



 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 328,000
 

─
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,251,000
 

122,510 同上

単元未満株式 普通株式 21,000
 

─ 同上

発行済株式総数 12,600,000 ─ ―

総株主の議決権 ─ 122,510 ―
 

(注) 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
神奈川中央交通株式会社

神奈川県平塚市八重咲町
６－18

328,000 - 328,000 2.60

計 ― 328,000 - 328,000 2.60
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2020年７月１日から2020年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,391 2,233

  受取手形及び売掛金 9,782 7,526

  商品及び製品 6,136 6,577

  仕掛品 21 31

  原材料及び貯蔵品 478 508

  その他 2,464 2,980

  貸倒引当金 △90 △33

  流動資産合計 21,185 19,824

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 85,607 87,424

   車両運搬具 42,299 42,000

   土地 62,822 63,714

   その他 24,619 23,819

   減価償却累計額 △102,318 △104,679

   有形固定資産合計 113,030 112,280

  無形固定資産 1,083 1,076

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,126 18,806

   その他 3,741 3,739

   貸倒引当金 △11 △15

   投資その他の資産合計 20,856 22,529

  固定資産合計 134,969 135,885

 資産合計 156,154 155,710

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,429 5,251

  短期借入金 22,617 24,817

  1年内償還予定の社債 5,000 5,000

  未払法人税等 802 387

  賞与引当金 2,503 2,422

  その他 13,915 14,119

  流動負債合計 52,267 51,999

 固定負債   

  社債 10,000 10,000

  長期借入金 9,191 12,886

  役員退職慰労引当金 24 22

  退職給付に係る負債 4,246 4,203

  その他 19,867 18,714

  固定負債合計 43,330 45,827

 負債合計 95,597 97,826
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,160 3,160

  資本剰余金 689 689

  利益剰余金 48,205 44,095

  自己株式 △937 △937

  株主資本合計 51,117 47,007

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,076 6,237

  繰延ヘッジ損益 △278 △187

  退職給付に係る調整累計額 8 6

  その他の包括利益累計額合計 4,806 6,055

 非支配株主持分 4,633 4,820

 純資産合計 60,556 57,883

負債純資産合計 156,154 155,710
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高   

 一般旅客自動車運送事業営業収益 29,756 19,215

 不動産事業売上高 3,001 2,838

 その他の事業売上高 24,015 20,081

 売上高合計 56,773 42,135

売上原価   

 一般旅客自動車運送事業運送費 24,852 22,774

 不動産事業売上原価 1,239 1,155

 その他の事業売上原価 19,470 16,503

 売上原価合計 45,562 40,434

売上総利益 11,211 1,701

販売費及び一般管理費   

 販売費 ※１  4,771 ※１  4,243

 一般管理費 ※２  2,596 ※２  2,193

 販売費及び一般管理費合計 7,367 6,437

営業利益又は営業損失(△) 3,843 △4,735

営業外収益   

 受取配当金 167 156

 助成金収入 ― ※３  479

 その他 89 80

 営業外収益合計 257 716

営業外費用   

 支払利息 160 163

 その他 46 38

 営業外費用合計 207 202

経常利益又は経常損失(△) 3,893 △4,221

特別利益   

 固定資産売却益 34 6

 補助金収入 48 128

 助成金収入 ― ※３  334

 その他 ― 9

 特別利益合計 83 480

特別損失   

 固定資産除却損 119 37

 固定資産圧縮損 47 118

 臨時休業等による損失 ― ※３  350

 その他 19 57

 特別損失合計 185 564

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失(△)

3,790 △4,305

法人税、住民税及び事業税 1,227 382

法人税等調整額 △37 △987

法人税等合計 1,190 △605

四半期純利益又は四半期純損失(△) 2,600 △3,700

非支配株主に帰属する四半期純利益 127 163

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失(△)

2,473 △3,864
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失(△) 2,600 △3,700

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △359 1,186

 繰延ヘッジ損益 △15 91

 退職給付に係る調整額 11 △0

 その他の包括利益合計 △363 1,276

四半期包括利益 2,237 △2,424

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,103 △2,615

 非支配株主に係る四半期包括利益 133 191
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

3,790 △4,305

 減価償却費 3,276 3,622

 賞与引当金の増減額（△は減少） △42 △80

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △70 △51

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △45 △43

 受取利息及び受取配当金 △168 △157

 支払利息 160 163

 固定資産圧縮損 47 118

 固定資産除売却損益（△は益） 27 20

 売上債権の増減額（△は増加） 373 2,256

 たな卸資産の増減額（△は増加） △190 △434

 仕入債務の増減額（△は減少） △827 △2,177

 未払消費税等の増減額（△は減少） 50 △664

 預り保証金の増減額（△は減少） △85 △96

 その他 1,643 1,265

 小計 7,939 △565

 利息及び配当金の受取額 177 164

 利息の支払額 △143 △142

 法人税等の支払額 △1,083 △720

 営業活動によるキャッシュ・フロー 6,891 △1,263

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △100 △100

 定期預金の払戻による収入 100 100

 固定資産の取得による支出 △2,862 △3,586

 固定資産の売却による収入 49 9

 資産除去債務の履行による支出 ― △14

 投資有価証券の取得による支出 △1 △1

 投資有価証券の売却による収入 ― 8

 短期貸付けによる支出 △3 △43

 長期貸付けによる支出 △0 △1

 長期貸付金の回収による収入 0 1

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,818 △3,628

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,571 7,111

 リース債務の返済による支出 △641 △912

 長期借入れによる収入 ― 5,000

 長期借入金の返済による支出 △1,567 △6,215

 自己株式の取得による支出 △0 ―

 配当金の支払額 △275 △245

 非支配株主への配当金の支払額 △3 △3

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,059 4,734

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12 △157

現金及び現金同等物の期首残高 2,795 2,191

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  2,808 ※１  2,033
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【注記事項】

(追加情報)

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方）

　前連結会計年度の有価証券報告書における「（追加情報）（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス

感染症の影響の考え方）」に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定について、一般旅客自

動車運送事業において想定よりも需要回復の鈍化がみられることから、同感染症の影響は2021年９月まで続くと

の見通しに変更いたしました。

　しかしながら、同感染症における影響は不確定要素が多く、当社グループの財政状態、経営成績およびキャッ

シュ・フローの状況にさらなる影響を及ぼす可能性があります。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費の主要な費目

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

人件費 2,254百万円 2,174百万円

(うち賞与引当金繰入額) (233) (290)

(うち退職給付費用) (48) (47)
 

　

※２　一般管理費の主要な費目

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

人件費 1,748百万円 1,520百万円

(うち賞与引当金繰入額) (219) (151)

(うち退職給付費用) (32) (18)
 

 

 
※３　「助成金収入」および「臨時休業等による損失」の計上

　新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言発出を受け、スポーツ施設や飲食店舗等を休業する

とともに、乗用事業等においては乗務員等の一時帰休を実施いたしました。また、緊急事態宣言解除後にお

いても、需要状況を鑑みながら乗務員等の一時帰休を継続しております。

 
（営業外収益における「助成金収入」）

　緊急事態宣言解除後における一時帰休により支給した休業手当等に対する雇用調整助成金等は、「助成

金収入」として「営業外収益」に計上しております。

　なお、当該休業手当等については、「売上原価」および「販売費及び一般管理費」に計上しております。

 
（特別損益における「助成金収入」および「臨時休業等による損失」)

　緊急事態宣言期間における休業および一時帰休により支給した休業手当等に対する雇用調整助成金等や

同期間の売上に基づく持続化給付金等については、その臨時性を鑑み「助成金収入」として「特別利益」

に計上しております。

　また、当該期間中の固定費（休業手当等を含む人件費、借家料、減価償却費等）についても同様に「臨

時休業等による損失」として「特別損失」に計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年９月30日)

現金及び預金勘定 3,008百万円 2,233百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△200 △200

現金及び現金同等物 2,808 2,033
 

 

 
(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 276 22.50 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年10月30日
取締役会

普通株式 245 20.00 2019年９月30日 2019年11月21日 利益剰余金
 

 

３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 245 20.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
 

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

　　後となるもの

　 無配のため、該当事項はありません。

 
３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

神奈川中央交通株式会社(E04158)

四半期報告書

16/21



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他の

事業

（注１）

計
調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

一般旅客

自動車

運送事業

不動産事業
自動車

販売事業

売上高        

外部顧客への売上高 29,756 3,001 13,241 10,774 56,773 ― 56,773

セグメント間の内部

売上高又は振替高
112 5 457 4,881 5,456 △5,456 ―

計 29,868 3,006 13,698 15,656 62,230 △5,456 56,773

セグメント利益 1,830 1,331 122 687 3,972 △128 3,843
 

(注) １　「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、流通事業、飲食・娯楽事

業、ホテル事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△128百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他の

事業

（注１）

計
調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

一般旅客

自動車

運送事業

不動産事業
自動車

販売事業

売上高        

外部顧客への売上高 19,215 2,838 11,513 8,568 42,135 ― 42,135

セグメント間の内部

売上高又は振替高
99 31 517 3,475 4,125 △4,125 ―

計 19,314 2,870 12,031 12,044 46,260 △4,125 42,135

セグメント利益又は損

失(△)
△6,132 1,332 242 33 △4,524 △211 △4,735

 

(注) １　「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、流通事業、飲食・娯楽事

業、ホテル事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△211百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

201円56銭 △314円91銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益又は
 親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

2,473 △3,864

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純利益又は普通株式に係る親会社株主
 に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

2,473 △3,864

 普通株式の期中平均株式数(千株) 12,272 12,271
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

記載すべき事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年11月12日

神奈川中央交通株式会社

取締役会  御中

 

　EY新日本有限責任監査法人
 

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　野　原　　徳　郎 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井　　澤　　依　　子 印

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神奈川中央

交通株式会社の２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２０２

０年７月１日から２０２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０２０年４月１日から２０２０年９月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、神奈川中央交通株式会社及び連結子会社の２０２０年９月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

　ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

　実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

　められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥
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　当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

　いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

　において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

　注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

　いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

　企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

　成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

　財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

　信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

　査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

　監査人の結論に対して責任を負う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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